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評価方法・評価結果の扱いについて 
（第一部会） 

 

 

１ 評価の対象 

・令和 2年度に終了した事項立て研究課題の終了時評価 

 

２ 評価の目的 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を研

究の目的、計画等へ反映することを目的とする。 

 

３ 評価の視点 

［終了時評価］ 

必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制の妥当性」「目標

の達成度」について終了時評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期の段階に振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の留意すべき点を踏まえた評

価を行う。 

 

初期段階：先進的あるいは挑戦的な取組 

中期段階：実用化に向けた取組 

後期段階：普及あるいは発展に向けた取組 

 

４ 進行方法 

（１）研究課題の説明（１０分） 

 

（２）研究課題の評価（２５分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価用紙等をもとに、主査が総括を行う。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

６ 評価結果の国土技術政策総合研究所研究評価委員会への報告 

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 

 

第 2 回（第一部会） 

資料 2 
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

施設の維持管理及び行政事務データの
管理効率化に係る調査研究

終了時評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 社会資本マネジメント研究センター長 齋藤 博之

： 社会資本施工高度化研究室長 山下 尚

： 社会資本マネジメント研究センター

： 令和２年度～令和３年度

： 約５０百万円

： 初期段階

資料３

１．研究開発の背景・課題

2

• 排水機場のポンプ設備は地域の浸水を防ぐ重要な施設であるが、令和２年度末時点で全体の３割が設置後４０年
経過、老朽化が進んでおり、大規模な分解整備や更新を必要とする施設が増加している。

• 最適な時期に分解整備や更新を実施するために、点検時の計測データを活用して施設管理事務所（職員）が排水
機場の維持管理計画の見直しを行っている。

• 近年、点検技術者の高齢化が問題となっているが、ポンプ設備を運転状態で行う計測では短時間で温度や振動
など各種の計測データをミス無く取得しなければならないため、点検中の点検技術者の負担が大きい。

背景

• 維持管理計画の見直しでは、施設管理事務所（職員）が点検報告書から計測データを抽出し維持管理計画の様
式へ転記して見直しを行っている。ポンプ設備は多くの機器で構築されており整理する計測データが多いことから
計測データ整理作業の省力化が求められている。

• 点検技術者の高齢化に対し、ポンプ設備の運転状態の点検における負担の軽減が求められている。他方、維持
管理計画をより最適に見直していくため、これまで以上に計測データの計測箇所と計測頻度の確保が求められる。

課題

排水機場外観 ポンプ設備の運転状態の点検状況設置年度別の排水機場施設数
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• 排水機場のセンシング化によって、点検時の計測作業が代替され、データ化が可能となる。また、計測箇所と計測

頻度の増強が見込めることから、維持管理計画の見直しにおいてポンプ設備の診断精度の向上及び予防保全の実

施時期の最適化などの判断がより的確になると考えられる。一方、センシング化にはコストを伴うことから、センシン

グ化にあたって効果の高い計測箇所を選定することが重要である。

排水機場のセンシング化を推進するため、センシング化によって得られた計測データを共有のデータベースへ自動

的に蓄積し、施設管理事務所（職員）が計測データを活用できる仕組みが必要である。

3

• 排水機場の維持管理計画の見直しに必要な計測データの抽出作業（行政事務）と、高齢化が問題となっている点

検技術者の計測作業の負担軽減を目的として排水機場のセンシング化を推進するため、センサにより得られる計測

データの送信・蓄積・出力を自動化するシステムを構築し、センシング化の効果を検証できる環境を整備する。

必要性

目的・目標

施設管理事務所（職員）排水機場

これまでの排水機場における計測データの取得と活用

点検中に点検技術者が計測を行い
計測データを取得

２．研究開発の目的・目標

点検会社

計測データを整理し
点検報告書を作成

維持管理計画の様式

点検報告書に記載されている計測データを様式へ転記して整理

点検技術者の負担軽減

センシング化

計測データの即時共有

健全度評価データ出力

維持管理計画見直しの省力化・迅速化

計測データ蓄積計測データ送信

地方整備局

施設管理事務所

施設管理事務所職員

３．研究開発の概要

4

• 施設管理事務所（職員）では、劣化した機器の予防保全（分解整備・更新）を効果的に実施するため、点検時の計

測データなどを使い機器毎に健全度を評価し、予防保全を実施する機器の優先度を整理している。

• この作業を効率化するため、排水機場のポンプ設備に設置したセンサから得られる計測データを、国交省専用

LAN等を経由し国総研内に設置するデータベースへ自動的に蓄積し、各施設管理事務所をはじめとして国土交通

省内の関係する組織内においてデータを活用できるシステムを開発した。

研究開発の概要

排水機場

国総研

計測データ
送信装置

データベース

機械設備
維持管理システム
（データベース）

センサ

ポンプ設備の自動計
測手法の開発等

（土木研究所）
通信制御

機能

計測データ
登録機能

計測データ
蓄積機能

別途、点検所見や不具合記録等の
データ登録の効率化を検討中

（地方整備局）

※試作まで行った。

※検討まで行った。

維持管理計画
見直し

健全度評価

点検技術者
設備台帳・履歴

予算要求

分
解
整
備

更
新

凡例 今回研究開発を
行った部分

他の研究機関にて
行っている部分

今回効率化を図る
行政事務部分

予防保全する機器の優先度等を見直し

温度
振動等

ＰＬＣ

※ PLCとは、リレー回路の代替装置として開発された制御装置
※ 機械設備維持管理システムとは、国交省が管理する機械設備の設備台帳、点検履歴、運転履歴、

故障・不具合履歴等のデータを蓄積している既存のデータベース

施設管理事務所が構築
できるように計測データ
送信に関する手引きをと
りまとめる。

健全度評価データ
出力機能

ポンプ設備の健全度
評価手法の開発等
（ 関東維持管理技術セ

ンター）

※抽出データと整理方法

※センサ種類と計測周期
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４．研究フロー図

5

②計測データの送信方法の検討

①排水機場のセンシング化状況の
調査

③計測データの蓄積・抽出・共有
の検討

④データベースの開発
計測データ送信・蓄積試験

ポンプ設備への適
用が想定されるセ
ンサ技術と計測周
期等の確認
（土木研究所の開発成果を

活用）

ポンプ設備におけ
る健全度の評価手
法の確認
（ 関東維持管理技術センター

の開発成果を活用）

排水機場の完成図
書の収集

（地方整備局へ協力依頼）

機械設備維持管理
シ ス テ ム （ デ ー タ
ベース）における問
題点の確認
（地方整備局への協力依頼）

• 計測データの抽出方法の確認

• センシング化されている計測項

目の確認

【 機械設備維持管理システムにお

ける問題点】

• 規定されていない計測項目は、

データベースのテーブルを改造す

る必要があるため新規追加できな

い。

• データベースへのデータ登録が手

入力のため、作業時間がかかる。

【 機械設備維持管理システムの問題点】

• 規定されていない計測項目は、データベース
のテーブルを改造する必要があるため新規
追加できない。

• データベースへのデータ登録が手入力のた
め、作業時間がかかる。

周知
本省 総合政策局

機械設備維持管理の効率化

５．研究の実施体制

6

土木研究所

•ポンプ設備のセンサ
による自動計測手法

関東維持管理
技術センター

•ポンプ設備の健全度
評価手法

• 排水機場におけるセンシング化状況調査と既存データベースにおける問題点の把握では、
地方整備局の協力を得ることにより短期間で終えた。

• 排水機場から送信する計測データの内容に、土木研究所において研究中の「ポンプ設備
のセンサによる自動計測手法」を活用し、多様なセンサへの適応性を確保した。

• 健全度評価データ出力の検討に、関東維持管理技術センターにおいて研究中の「ポンプ
設備の健全度評価手法」を活用し、施設管理事務所（職員）の実用性を確保した。

効率性

研究成果の対象ユーザ

提供提供

成
果
報
告

研
究
依
頼

地方整備局

•排水機場の完成図書の提供
•機械設備維持管理システム（データ
ベース）における問題点の提供

成
果
報
告

提
供

国総研

社会資本マネジメント研究センター
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＜調査結果② センシングの導入状況＞

• 調査した排水機場においてセンサにより計測していた項目数は、

維持管理計画の見直しに必要と考えた項目の約10％であった。

【課題】

• センサの設置を促進するため、排水機場を管理する事務所

へ技術的な支援策が必要。（土木研究所との連携）

＜調査結果① PLCからの計測データの取得＞

• ポンプ設備の制御に使われているPLCから計測データを取得

できることがわかった。

• 今回調査した排水機場のPLCは、製品メーカ及び製品機種に

統一性は見られなかったが、全て汎用製品であった。

• 今回調査したPLCについて、計測データを取り出すことに

技術的な問題は無いことを確認した。

６．研究成果：① 排水機場のセンシング化状況の調査

7

＜調査結果＞

• センシング化された計測データはポンプ設備の制御に使われているＰＬＣから取得できる。

• ポンプ設備の制御に必要な水位等の計測項目はセンシング化されているが、点検で計測している項目につい

てセンシング化されているものは非常に少なかった。【10％】

＜調査方法＞

• ポンプ設備の制御に使用しているPLCと、PLCで取り扱っている計測データの調査について、管理している排水機場数が多い２つ

の地方整備局における１３の排水機場を対象に実施した。

• PLCから計測データを抽出する方法等に関して、排水機場の施工実績があるポンプメーカ９社へアンケート調査を行った。

【対応方針】

• 実際のPLCから計測データの抽出を試行する。

※ PLC（Programmable Logic Controller）とは、リレー回路の代替装置として開発された制御装置で、工場をはじめとした
様々な機械の制御に使われている。プログラム言語は、情報通信技術で使われている言語と異なる。

研究成果

＜調査の背景＞

• センシング化された計測データを取得するには、計測データを取得できる場所を確認する必要がある。ポンプ設備の制御に必要な

計測データは、PLCを必ず介していることから、PLCから計測データを取り出すことができる可能性が高い。また、PLCには様々な

機種・規格が存在するため、計測データの取得の際にそれぞれの規格にあわせる多大なコストを伴う恐れがある。

PLCの汎用製品例

＜検討結果②＞

• 民間の携帯電話回線が利用しやすい。しかし、携帯電話回線は通

信毎にIPアドレスが変化するため、データベースから排水機場へ通

信を開始するには、データベースにおいて排水機場のIPアドレスの

設定を通信毎に行う手間が生じる。

• 通信の開始を排水機場とすることで、携帯電話回線を使い問題なく

データベースへ計測データを送信できる。

＜課題② 通信回線の課題＞

• 国交省専用LANが導入されていない排水機場においても、データ

ベースへ計測データを送信可能とする。

＜継続課題＞

• 排水機場から通信を開始する方法は、データベースを危険にさら

す恐れがあるため、セキュリティ面の検討が必要である。

登録

６．研究成果：② 計測データの送信方法の検討

＜検討成果＞

① 排水機場とデータベースの間の通信エラー対応をデータベース側から設定できるようにし、施設管理事務所

が行う設定作業を不要とした。

② 国交省専用ＬＡＮを使用し自動送信を可能にした。また専用ＬＡＮが未整備の排水機場においても民間の携帯

電話回線を利用し計測データの自動送信を可能にした。

当初検討した通信方法

計測
データ

ポンプ設備機器

データベース
制御機能

システム
管理機能

国総研データベース排水機場

データ
保存領域

閲覧 出力

登録指示

通信制御
機能

ＰＬＣ

登録

ポンプ設備機器

データベース
制御機能

システム
管理機能

国総研データベース排水機場

データ
保存領域

閲覧 出力

登録指示

通信制御
機能

ＰＬＣ

施設管理事務所
（職員）

施設管理事務所
（職員）

データ
送信要求

計測
データ

データ送信
設定情報

＜検討結果①＞

• データベースの稼働を保護するため排水機場において設定する情

報を、データベースから排水機場へ送信し、排水機場はこの情報

を自動的に設定する仕組みとした。

＜課題① データベース運用の課題＞

• データベースの稼働を安定化させるため、排水機場からのデータ

送信エラー等発生時の設定変更が必要となった場合、施設管理事

務所（職員）による手間が大きく、設定変更が円滑に進まない恐れ

がある。

【課題②】IPアドレスが変わってしまうと、データ
ベースから排水機場へ通信を行えない

【課題①】通信エ
ラーの判定条件等
に変更が生じた時
の対応が難しい

【検討結果②】排水機場から通信を開始する

【検討結果①】通信エラー
の判定条件等をデータ
ベースから送信し、排水
機場が自動で変更する

研究成果

今回採用した通信方法

送信装置

送信装置

8
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＜検討結果①＞

６．研究成果：③ データの蓄積・抽出・共有の検討

9

＜検討成果＞
① 排水機場の施設管理事務所（職員）が蓄積したい計測データを自由に選べる（NoSQLデータベース)ことができ、
② 排水機場箇所数の増加や蓄積されるデータ量の増加への対応が容易なデータベースとした。

研究成果

＜課題②＞

• 計測データ量が増えると、データの保存方法が問題となる。

• 計測データを送信する排水機場の箇所数と蓄積データ量が増

えることによりデータベースの制御が多くなると、サーバが機能

停止に陥るなどの懸念がある。

＜課題①＞

• 設備構造の改良や設備機器の更新、健全度評価手法の改善

等により新規に追加する計測項目は、データベースへ蓄積でき

ない恐れが高い

name|siset
u_code

jisi_d sisetu_nam
e

tenkou sekinin_na
me

kiroku_nam
e

seiri_no unten_hous
iki

• データベースのテーブル構造の影響を受けないため、排水機場
側において蓄積したい計測データを任意の順序でデータベース
へ蓄積できる。

一般的なデータベースでは、蓄積するデータ項目と順序を決める必要がある

NoSQLでは、日時と施設名だけを決めるだけでデータを蓄積できる
（排水機場側の用途などで自由に設定・変更が可能）

日時 施設名 （項目名１） （項目名２） （項目名３） （項目名４） （項目名５）

一般的なデータベースでは「テーブル」の構造をあらかじめ決める必要

がある。このテーブルを必要とせずにデータを蓄積できる方法として、

NoSQLのデータベースが該当する。

※NoSQLとは、一般的なデータベース（リレーショナルデータベース）のようにテーブル構造を固定することなく、さまざまな形式のデータをそのまま格納できるデータベース

テーブル構造の不要化

既存データベースのテーブル構造

＜検討結果②＞

• 蓄積データ量の増加に
対して、高機能なサー
バへの更新を必要とし
ない。

• データの入出力が活発
化しても、システムの処
理能力に問題は生じに
くい一般的なデータベース 今回のデータベース

NoSQLはデータベースサーバを分散化できることが特徴の１つである。
保管データ量の増加に対してネットワーク上にサーバを増設することで
対応でき、データベースの処理能力の分散にも繋がる。

データベースサーバの分散化

＜その他＞

• 健全度評価の資料作成時におけるデータ整理と様式への転記等の施

設管理事務所（職員）の作業時間を短縮する計測データ出力機能を開

発・実装可能なソフトウェアの仕様等を調査した。

• 計測データ出力機能は、本研究と並行して関東維持管理技術センター

が実施している「ポンプ設備の健全度評価手法」の試行結果を踏まえ、

国総研において開発を行う。

６．研究成果：④ データベースの開発、計測データ送信・蓄積試験
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• ポンプ設備のPLCから計測データを取り出し、データベースへ送信する機能の試作・試験を行った。

① 実際の排水機場を利用して、PLCから取り出した計測データをデータベースに送信する機能を試作した。

② 国総研内に計測データを蓄積するデータベースを設置した。

③ PLCから取り出した計測データについてデータ送信機能を使いデータベースに蓄積する試験を行い、問

題なく機能することを確認した。

国総研へ設置した
データベース

排水機場

計測データ
送信機能

【今後の課題】

• 試作したデータ送信機能については、他の排水機場においても使える可能性が高いと考えられるが、PLCから計測

データを取り出す機能についての汎用性については確認できていないことから、他の排水機場において今後検証を実

施する予定。

• 国総研内に設置したデータベースは研究用に一時的に設置したものであることから、恒久的な設置場所については本

省や各地方整備局、施設管理事務所等と今後協議しながら決めていく予定。

実際の排水機場を利用して実施した試験イメージ

排水機場の点検時の計測データをPLCからリアルタイムで取得
１分間隔で計測データをデータベースへ送信

温度センサ

振動センサ

PLC

研究成果

データベース

通信
制御機能

計測データ
登録機能

計測データ
蓄積機能

データベースサーバにおける
データの蓄積状況を確認

国交省専用
LANを模した
環境を構築し
試験を実施し
た。 健全度評価

データ出力機能

国交省専用LANを
模した環境での試験

ポンプ設備の健全度
評価手法と出力機能
の内容について、関
東維持管理技術セン
ターと密接に調整し
ている。

※地方整備局からは、

維持管理計画見直
し作業の省力化に
資する重要な研究
であるという声をい
ただいている。

赤塗り箇所が試験実施範囲

※試験に使った
排水機場用に
試作
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７．成果の普及等
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• 本研究で得られた成果である、排水機場に設置する計測データ送信機能の標準仕様書（案）（図１）と、計測

データを蓄積・活用できるシステムについて、本省を通じて地方整備局へ周知し、ポンプ設備の分解整備や更

新等の計画がある排水機場を中心にセンシング化と計測データの蓄積を進める予定である。

あわせて、関連する研究開発成果である土木研究所のポンプ設備のセンサによる自動計測手法及び関東維

持管理技術センターの排水機場の健全度評価手法を融合的に活用することにより、ポンプ設備の健全度評価

作業や予防保全の優先度整理作業等の省力化が図られるものと期待できる。

• ポンプ設備に設置するデータ送信機能を施設管理事務所（職員）が製作できるよう、また、システムの利用を

検討できるよう、説明会等を開催するとともに、データ送信機能に関してポンプ設備の施工を実施するポンプ

メーカ等からの問い合わせに対応していく。

• 排水機場の維持管理効率化に資するBIM/CIMモデルについて、本データベースを利用しBIM/CIMモデルの

属性情報を自動作成する機能について研究を進める。

BIM/CIMモデルによる排水機場の不具合管理イメージ

２年前の不具合状況

１年前の不具合状況

現在の不具合状況

排水機場において準備する
計測データ送信機能の標準仕様書（案）

本データベースを利用するために必要な機能につい

て、送信データの作成ルールや通信確認方法などを

標準仕様書（案）としてとりまとめ、施設管理事務所

が機能を作成できるようにした。

【目次】

1.仕様書（案）の概要

2.計測データ自動収集の概要

3.本仕様書記載項目

4.送信装置仕様（案）

・通信仕様

・機能仕様

・送信ファイル仕様

左表の不具合状況を３次元モデル
に着色し表現すると、不具合の状況
が一目でわかる。

さらに、これを時系列で表示すると
不具合の変遷がわかる。

BIM/CIMモデルを利用し、排

水機場の維持管理を効率化

するためには、BIM/CIMモデ

ル属性情報の作成が必要に

なる。

本研究により開発したデータ

ベース及びデータ出力機能を

活用し、BIM/CIMモデルの属

性情報の作成を省力化する

手法の開発に取り組む予定

である。
図１ 標準仕様書（案）

８．まとめ
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 全国の排水機場からの計測データをデータベースとして自動的に蓄積できる環境が整ったことから、排水機場にお

けるセンシング化の大きな障壁が取り除かれるので、点検技術者の負担軽減の実現性が増す。

 これまで点検時に取得した計測データは施設管理事務所（職員）が既存のデータベースへ登録している。この作業

を不要にできることから施設管理事務所（職員）の業務効率の向上につながる。

有効性

＜目標の達成度＞ ◎：目標を達成することに加え、目標以外の成果も出すことができた。 ○：目標を達成できた。
△：あまり目標を達成できなかった。 ×：ほとんど目標を達成できなかった。

研究開発の
目的

研究開発の目標 研究成果
研究成果の活用方法

（施策への反映・効果等）
目標の
達成度

備考

排水機場に

おける維持

管理に関す

る行政事務

業務の省力

化

排水機場のセンシン

グ化に使用する計測

データ送信機能の開

発と手引きのとりまと

め

排水機場のPLCから所得したデータを、

データベースへ送信するデータファイル

の作成仕様と、データベースとの通信

を行う機能の標準仕様をとりまとめた。

• 大規模な修繕等の計画がある排水

機場を管理する事務所に対して、今

回開発したデータベースを紹介する

とともに、標準仕様を周知していく。

• ポンプ設備に備える計測データ送

信機能について、施工メーカ等へ意

見照会を行う。

○

施設管理事務所（職

員）の行政事務を効

率 化 で き る デ ー タ

ベースの開発

排水機場の多様な計測データを全て蓄

積でき、かつ蓄積するデータ量の増大

が問題とならないデータベースを開発し

た。

• 施設管理事務所（職員）とともに健

全度評価の効率化の検証を進め、

必要な計測データの項目の整理と

センシング化を推進する。

○
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